
 

令和６年度 
 

 

 

一 般 会 計 補 正 予 算 

（第４号） 
 

 

 

淡路広域消防事務組合 



 

議案第７号 

 

令和６年度淡路広域消防事務組合一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度淡路広域消防事務組合の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」に

よる。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第 213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

  令和７年３月 27日提出 

 

淡路広域消防事務組合     

 管理者 守 本 憲 弘   
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歳　　入 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

394,500 △2,800 391,700

  １事務組合債 394,500 △2,800 391,700

15,100 2,800 17,900

  １基金繰入金 15,100 2,800 17,900

2,503,703 0 2,503,703

歳　　出 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

2,191,052 0 2,191,052

  １消防費 2,191,052 0 2,191,052

2,503,703 0 2,503,703

第１表　　歳入歳出予算

款

  ６組合債

  ７繰入金

歳　　　　入　　　　合　　　　計

款

  ３消防費

歳　　　　出　　　　合　　　　計
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事　　　　　業　　　　　名 金　　　　　　　額

3. 消 防 費 1. 消 防 費 南淡分署新庁舎建設設計業務委託 28,000千円

款 項

第２表　　繰越明許費
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総　　括

歳　入 （単位：千円）

６

７

歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補正額 計

国県支出金 地方債 その他

３ 消防費 2,191,052 0 2,191,052 △ 2,800 2,800

2,503,703 0 2,503,703 △ 2,800 2,800

391,700

2,800 17,900

組合債

繰入金

394,500

15,100

△ 2,800

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補正額 計

款 特　　定　　財　　源
一般財源

歳出合計

歳　入　合　計 2,503,703 0 2,503,703

補　正　額　の　財　源　内　訳

-4-



歳　入
（款）6 組合債 （項）1 事務組合債 （単位：千円）

金  額

394,500 △2,800 391,700 △2,800 △ 2,800

394,500 △2,800 391,700

（款）7 繰入金 （項）1 基金繰入金

金  額

15,100 2,800 17,900 2800 2,800

15,100 2,800 17,900

歳　出
（款）  3  消防費 （項）  1  消防費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

409,702 0 409,702 △2,800 2,800 12委託料 0 実施設計委託料 0

2,191,052 0 2,191,052 △2,800 2,800

  備費

計

説　　　　　　　　　明特　定　財　源
一般財源 区　分 金　額

2 消防施設整

目

目 補正前の額 補　正　額 計
節

  繰入金

1 消防債

計

補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

1 財政調整基金

計

区　　分

目 補正前の額 補　正　額 計

説　　　　　　　　　明

説　　　　　　　　　明

消防施設整備事業債

財政調整基金繰入金

区　　分

1 財政調整基金繰入金

節

1 消防施設整備事業債
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 変　　更

限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法

 千円    ％  千円    ％

394,500 年 3.5 391,700 年 3.5

以内 以内

第３表　　地方債補正

起債の目的
補　正　前 補　正　後

 消防施設整備
 事業

普通貸借
又は

証券発行

普通貸借
又は

証券発行

　公的資金については、そ
の融通条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものとする。
　ただし、組合財政の都合
により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は、繰上償
還若しくは低利に借換えす
ることができる。

　公的資金については、そ
の融通条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものとする。
　ただし、組合財政の都合
により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は、繰上償
還若しくは低利に借換えす
ることができる。

 

-6-


